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（百万円未満切捨て）

１．平成23年３月期第１四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日）
（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 23年３月期第１四半期

 22年３月期第１四半期

円 銭 円 銭

 23年３月期第１四半期

 22年３月期第１四半期

（２）連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭

 23年３月期第１四半期

 22年３月期

（参考）自己資本 23年３月期第１四半期 百万円 22年３月期 百万円

２．配当の状況

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

 22年３月期

 23年３月期

 23年３月期（予想）

（注）当四半期における配当予想の修正有無 ：無

３．平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日）
（％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

 第２四半期（累計）

 通期

（注）当四半期における業績予想の修正有無 ：無

営業利益 経常利益

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末

年間配当金

14,723 14,833

21,345
20,984

15,435
15,517

１株当たり 潜在株式調整後
四半期純利益 １株当たり四半期純利益

合計

１株当たり
当期純利益

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

20.00

15.00

20.00

平成23年３月期　第１四半期決算短信〔日本基準〕（連結）

総資産 純資産 自己資本比率

四半期純利益

3,150
3,203

１株当たり純資産

売上高

△ 9.7
1.7

1,478.22
1,489.31

220 48.5
148 16.5

69.0
70.7

169 12.2
150 65.8

338 30.8
258 27.6

17.00
15.14

－－
－

－ －－

－
－

15.00

539 3.2
815 0.7

374 △ 35.4
590 184.7

37.59
59.26

6,505
12,630

1.0
0.1

382 10.5
544 14.7



４．その他（詳細は【添付資料】「２．その他の情報」（4ページ）をご覧ください。）
（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ：有
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の有無となります。

（３）会計処理の原則・手続、表示方法の変更

① 会計基準等の改正に伴う変更 ：有
② ①以外の変更 ：無
（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載される四半期

連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。

（４）発行済株式数（普通株式）
① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期１Ｑ 10,010,000株 22年３月期 10,010,000株

② 期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 49,868株 22年３月期 49,868株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期１Ｑ 9,960,132株 22年３月期１Ｑ 9,960,457株

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半

期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続は終
了しておりません。



【添付資料】

○添付資料の目次

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報
（１）連結経営成績に関する定性的情報　・・・・・・・・・・ 2
（２）連結財政状態に関する定性的情報　・・・・・・・・・・ 2
（３）連結業績予想に関する定性的情報　・・・・・・・・・・ 3

２．その他の情報
（１）重要な子会社の異動の概要　・・・・・・・・・・・・・ 4
（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要　・・・・・・ 4
（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要　・・・ 4

３．四半期連結財務諸表
（１）四半期連結貸借対照表　・・・・・・・・・・・・・・・ 5
（２）四半期連結損益計算書　・・・・・・・・・・・・・・・ 7
（３）継続企業の前提に関する注記　・・・・・・・・・・・・ 8
（４）セグメント情報　・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 8
（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記　・・・ 9

東京汽船㈱（9193）平成23年3月期　第1四半期決算短信

－ 1 －



１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報 

(１) 連結経営成績に関する定性的情報 

当第 1 四半期連結累計期間（平成 22 年 4 月 1 日～6 月 30 日）のわが国経済は、アジ

アを中心とした海外経済の回復に伴う輸出と生産の増加により景気は緩やかな回復基調

を示してはいるものの、国内需要が脆弱なことや、欧州の財政問題などが懸念要因とな

り先行き不透明な状況が続いております。 

こうした環境下、当社グループの業況は、主力の曳船事業が月によって増減があるも

のの、回復のきざしがみられ売上高は 3,203 百万円(前年同期比 1.7％増)、営業利益は

220 百万円(前年同期比 48.5％増)となりました。また四半期純利益は、受取配当金が増

加したものの、投資有価証券評価損が発生し、169 百万円(前年同期比 12.2％増)となり

ました。 

これを事業部門別にみますと、曳船事業は、東京湾入出港船舶数が自動車専用船、鉱

石船、コンテナ船等の大型船を中心に回復し、作業数が増加、売上高は 2,261 百万円(前

年同期比 5.8％増)、営業利益は 168 百万円(前年同期比 15.5％増)となりました。 

旅客船事業は、カーフェリー部門においては引き続き高速道路料金値下げの影響がみ

られるものの、売上高は車両、旅客ともに下げ止まり状況となりました。           

横浜港の観光船、交通船部門は 4 月の天候不順に加えて、昨年の横浜開港 150 周年関

連の業務がなくなり合計で 9.4％の売上減となりました。 

この結果、旅客船事業の売上高は 672 百万円(前年同期比 9.3％減)となり、利益面で

は、カーフェリー部門の大幅合理化が寄与して営業利益は 37 百万円となりました。 

売店・食堂事業は、売上高 269 百万円(前年同期比 1.0％減)、営業利益 14 百万円とな

りました。 

（注）当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企

業会計基準第 17 号 平成 21 年 3 月 27 日）および「セグメント情報等の開示に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 20 号 平成 20 年 3 月 21 日）を

適用しております。これによる事業区分へ与える影響はないため、前年同期比較を

行っております。 

 
(２) 連結財政状態に関する定性的情報 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末に比べ、360 百万円増加し

21,345 百万円となりました。これは主に満期を迎えた国債の償還により現金及び預金が

718百万円増加し、船隊整備に伴う投資により建設仮勘定が 315百万円増加しましたが、

投資有価証券の評価損や持分法適用会社からの受取配当金の内部取引消去などにより、

投資有価証券と関係会社株式が 322 百万円減少したことによるものです。 
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 負債は、前連結会計年度末に比べ、442 百万円増加し 5,909 百万円となりました。 

これは、主に賞与支給が第２四半期になるため賞与引当金が 169 百万円増加し、また未

払法人税等が 109 百万円、その他流動負債が 146 百万円増加したことによるものです。  

純資産は、前連結会計年度末に比べ、82 百万円減少し 15,435 百万円となりました。

これは主にその他有価証券評価差額金が 41 百万円減少し、為替換算調整勘定が 39 百万

円減少したことによるものです。 

 この結果、自己資本比率は前連結会計年度末より 1.7%減少し 69.0%となりました。 

 

(３) 連結業績予想に関する定性的情報 

海運大手各社の第 1 四半期決算が比較的好調で、当面入出港船舶数も緩やかな回復が

予想されます。一方で欧州の財政問題、燃料油価格の上昇など懸念材料があります。 

業績予想につきましては、平成 22 年 5 月 14 日に公表いたしました連結業績予想から

修正は行っておりません。 
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２．その他の情報

（１）重要な子会社の異動の概要

　　　該当事項はありません。

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

　　（簡便な会計処理）

　　　①たな卸資産の評価方法

　　　　当第１四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略し、前連結会計年

　　　度末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

　　　　また、たな卸資産の簿価引下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却

　　　価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

　　　②固定資産の減価償却費の算定方法

　　　　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定

　　　する方法によっております。

　　　③法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　　　　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定

　　　する方法によっております。

　　　　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時

　　　差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の

　　　業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。

　　（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理）

　　　該当事項はありません。

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要

　　（会計処理基準に関する事項の変更）

　　　①「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　　　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成

　　20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号

　　平成20年３月31日）を適用しております。

　　　これにより、営業利益、経常利益がそれぞれ1,306千円減少し、税金等調整前四半期純利益が6,530

　　千円減少しております。

　　　②「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適

　　用

　　　当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平成20年３

　　月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号

　　平成20年３月10日）を適用しております。

　　　これによる経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。

　　（表示方法の変更）

　　（四半期連結損益計算書関係）

　　　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき財務諸表

　　等規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第１四

　　半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。
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3. 四半期連結財務諸表 
(1) 四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,800,309 6,081,672

受取手形及び売掛金 2,321,566 2,332,009

有価証券 － 299,983

商品 26,334 25,029

貯蔵品 82,737 88,019

繰延税金資産 170,141 95,348

その他 335,001 315,924

貸倒引当金 △12,202 △11,961

流動資産合計 9,723,889 9,226,024

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 334,434 323,597

船舶（純額） 4,806,222 5,018,380

土地 1,327,651 1,327,651

その他（純額） 505,686 192,752

有形固定資産合計 6,973,994 6,862,381

無形固定資産 25,044 26,378

投資その他の資産   

投資有価証券 1,567,017 1,703,523

関係会社株式 1,741,800 1,927,878

繰延税金資産 250,796 180,279

その他 1,119,002 1,114,819

貸倒引当金 △56,280 △56,342

投資その他の資産合計 4,622,337 4,870,158

固定資産合計 11,621,375 11,758,918

資産合計 21,345,265 20,984,943
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 984,518 900,466

短期借入金 1,680,204 1,713,536

未払法人税等 177,523 67,602

役員賞与引当金 8,750 35,000

賞与引当金 371,665 201,769

その他 308,018 161,452

流動負債合計 3,530,680 3,079,828

固定負債   

長期借入金 178,307 200,207

退職給付引当金 1,157,378 1,148,652

役員退職慰労引当金 379,234 372,496

特別修繕引当金 332,771 348,514

繰延税金負債 190,089 188,619

資産除去債務 20,723 －

負ののれん 119,453 127,657

その他 1,302 1,302

固定負債合計 2,379,259 2,387,448

負債合計 5,909,940 5,467,277

純資産の部   

株主資本   

資本金 500,500 500,500

資本剰余金 75,357 75,357

利益剰余金 14,277,618 14,307,509

自己株式 △37,811 △37,811

株主資本合計 14,815,664 14,845,555

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 75,419 116,837

為替換算調整勘定 △167,792 △128,705

評価・換算差額等合計 △92,372 △11,868

少数株主持分 712,033 683,978

純資産合計 15,435,325 15,517,665

負債純資産合計 21,345,265 20,984,943
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(2) 四半期連結損益計算書 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 3,150,063 3,203,188

売上原価 2,439,799 2,452,550

売上総利益 710,263 750,637

販売費及び一般管理費   

販売費 93,417 83,877

一般管理費 468,191 446,017

販売費及び一般管理費合計 561,608 529,894

営業利益 148,654 220,743

営業外収益   

受取利息 4,306 2,692

受取配当金 25,544 40,404

負ののれん償却額 5,830 8,203

持分法による投資利益 72,179 63,921

その他 11,911 10,337

営業外収益合計 119,772 125,560

営業外費用   

支払利息 7,682 7,421

貸倒引当金繰入額 1,187 －

その他 579 123

営業外費用合計 9,449 7,544

経常利益 258,977 338,758

特別利益   

固定資産売却益 2,022 －

特別利益合計 2,022 －

特別損失   

固定資産除却損 2,800 －

投資有価証券評価損 － 77,347

ゴルフ会員権評価損 500 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 5,224

特別損失合計 3,300 82,571

税金等調整前四半期純利益 257,700 256,187

法人税、住民税及び事業税 163,321 183,577

法人税等調整額 △65,520 △127,086

法人税等合計 97,801 56,490

少数株主損益調整前四半期純利益 － 199,696

少数株主利益 9,062 30,384

四半期純利益 150,836 169,311
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（３）継続企業の前提に関する注記

　　　該当事項はありません。

（４）セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日  至 平成21年６月30日)
（単位：千円）

曳 船 事 業 旅客船事業 売店･食堂事業 計 消去又は全社 連   結

  売 上 高

 (1)外部顧客に対する売上高   2,136,624  741,765    271,673    3,150,063  － 3,150,063  

 (2)セグメント間の内部売上高 2,640      17,989     1,653      22,283     (22,283) －
    又は振替高

計 2,139,264  759,755    273,327    3,172,346  (22,283) 3,150,063  

  営業利益 146,001    264        2,389 148,654    － 148,654    

 (注）1．事業の種類は、役務提供の種類・性質、市場等の類似性を考慮して区分しております。

      2．各事業の主な内容

              (1)曳  船  事  業 …曳船事業、貸船事業、防災関係事業等

             (2)旅 客 船 事 業 …観光船事業、カーフェリー事業、交通船事業等

             (3)売店・食堂事業 …売店事業、レストラン事業等

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日  至 平成21年６月30日)

    全セグメントの売上高の合計が日本のみであるため、記載を省略しております。

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日  至 平成21年６月30日)

    海外売上高がないため、記載を省略しております。
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【セグメント情報】

（追加情報）

　　当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号

　平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

　指針第20号　平成20年３月21日）を適用しております。

　１．報告セグメントの概要

　　　当社の報告セグメントは、連結子会社各社の事業を単一セグメントとして業績評価を行っておりま

　　す。

　　　報告セグメントの具体的な内容は、役務提供の種類・性質、市場等の類似性を考慮して、東京汽船

　　㈱、東港サービス㈱及び東亜汽船㈱を「曳船事業」、㈱ポートサービスと東京湾フェリー㈱を「旅客

　　船事業」、フェリー興業㈱を「売店・食堂事業」として分類しております。

　　　「曳船事業」は、曳船事業、貸船事業、防災関係事業等を行っております。

　　　「旅客船事業」は、観光船事業、カーフェリー事業、交通船事業等を行っております。

　　　「売店・食堂事業」は、売店事業、レストラン事業等を行っております。

　２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日  至 平成22年６月30日)
（単位：千円）

合計

曳 船 事 業 旅客船事業 売店･食堂事業 計 （注）

  売 上 高

 　外部顧客への売上高   2,261,365  672,769    269,053    3,203,188  － 3,203,188  

 　セグメント間の内部売上高 2,640      17,722     1,478      21,840     △21,840 －
   又は振替高

計 2,264,005  690,492    270,531    3,225,029  △21,840 3,203,188  

   セグメント利益 168,660    37,776     14,305     220,743    － 220,743    

（注）セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　　　該当事項はありません。

報告セグメント
調整額
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